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1 ．はじめに
近代は、アジアも欧米も激動の時代であった。各国とも大きな戦争や植民地化、
内戦などを経験し、社会とともに教育も大きく揺れ動いた。そして、現代も内戦や
独立、分裂、と大きな変革を経て、さらにグローバリゼーションの波を受けて社会
情勢が時々刻々と変化する中で、各国ともにそれに対応して社会、教育、文化な
どさまざまなものが変化している。その中でも教育は、社会の秩序を形成、維持す
るうえでも根幹となる重要なものであり、社会の影響を如実に反映するものと考え
られる。また、現在が過去の積み重ねである以上、過去を無視することはできない。
現在の教育の問題点を分析するには、過去の教育から考察していかなければならな
い。
そこで、本稿では近代における日本、中国とアジアを代表する国の社会と教育を
比較することによって、教育が歴史と、歴史による影響を受けた社会によって規定
される過程について考察していく。なお、日本は明治時代、中国は清朝と中華民国
を中心として論じていく。
2．近代日本の社会と教育
①近代日本の社会
イギリスは、17世紀後半に市民革命、18世紀後半に産業革命により工業生産力
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が飛躍的に高まった。生産品の販売市場と原料の確保を目指してアジアへの進出を
開始し、アジアを西欧を中心とする資本主義的世界市場に強制的に組み込み、多く
の国を植民地、経済的・政治的に従属的な地位におとした。さらにクリミア戦争
（1853 ～ 56 年）でロシアは敗れ、南下政策を東アジアに向けた。このような世界
情勢の中、アジアは、次々と列強の進出・侵略により植民地化、あるいは植民地の
危機的状況に置かれたのである。とくに中国でおこったアヘン戦争により、日本に
対する列強の脅威が現実のものとなったのである。
日本では、天保の飢饉（1833~36 年）、大塩平八郎の乱（1837 年）、天保の改
革（1841 年）の失敗など内政は不安定であった。さらにペリー来航（1853 年）
による挙国一致策が朝廷や諸大名の幕政への介入を招いた。幕府・雄藩は独自の富
国強兵策で近代化することとなった。そして、日米修好通商条約（1858 年）によ
り横浜・長崎・新潟・神戸・箱館を開港、居留地での自由貿易、領事裁判権、関税
自主権喪失し、オランダ・イギリス・ロシア・フランスとも同様の内容で調印した。
これらの条約による開港は、製紙業を代表に日本の国内製造に壊滅的な打撃を与え
たのに加え、輸出品が開港場の横浜に直送されたため、江戸は物不足に陥りインフ
レが加速し、金貨の大量流出といった影響があった。そのため、各地で一揆、打ち
こわしが頻発し、攘夷運動が激化したことにより、国内情勢はいっそう不安定化し
た。また、長州藩は外国船を砲撃し、四国連合艦隊（英・仏・米・蘭）による下関
砲撃をうける下関戦争（1864）、薩摩藩は生麦事件の報復としてイギリスが薩摩藩
を襲う薩英戦争（1863 年）で直接外国と戦った。
そして、大政奉還（1867 年）により新政府が樹立した。新政府は、版籍奉還
（1869 年）や廃藩置県（1871 年）により府県を基礎とする中央集権的な地方支配
体系を完成させた。また、四民平等（1870 ～ 72 年）では封建的な身分制を廃止、
士農工商（四民）を華族、士族、平民に再編し、平民に苗字、華士族との結婚、職
業移転の自由を認めた。富岡製糸場の建設、徴兵令（1873 年）により富国強兵の
実現を目指し、地租改正を国家財政の近代化をめざして実施し、中央集権の体制の
強化を目指した。国内の安定化と列強と対抗する近代国家の建設が急務だったので
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ある。
そして、文化面では文明開化で旧習打破、西洋文物の移植の風潮で、国民生活様
式に変化が生じ、近代的思想、学問が生まれる。その一方で、大教宣布の詔（1870
年）では神道を中心とした国民教化を目指し、キリスト教、仏教を排斥したのであ
る。
②近代以前の日本の教育
日本では、文字学習の必要性が最初に認識されたのは、国家の支配階層である貴
族たちであった。文字の使用は、書物を通しての大陸からの先進的な知識・技術の
習得を可能にするとともに、より広範囲に及ぶ政治的統一を可能にした。しかしな
がら、文字は一部の階層に独占された知識だったのである。また、古代では、僧侶
は大陸からの先進的文化を修めた知識人であり、寺院は先進的文化を授けるため
の教育組織としての役割をもっていた。しかし、仏教は国家の政治と結びつき、僧
侶は特権階級に属しており、行基や空海など一部の例外を除いて僧侶が一般民衆の
ために教育活動をすることは、ほとんどなかった。中世には、貴族の教育は私邸で
行われ、僧侶養成のための教育は寺院内で営まれていたが、武士の台頭と武士政権
が成立し、多くの武士たちは、開発領主として自ら農業経営に従事する在地有力者
であった。彼らは自らの領地確保と軍役・納税などのため、鎌倉や京都などと絶え
ず連絡をとる必要があり、一定水準の読み書き計算能力が必要であった。識字・計
算能力は、在地有力者が武士団を統率する上で欠くことのできない知的素養となっ
たのである（1）。このように、江戸時代以前の日本の教育は、支配階級のものであり、
一般民衆に対する教育はほとんどなかったのである。それは、知識の独占であり、
支配階級と一般庶民は教育格差により、身分が固定化されてしまう一因ともなって
いたと考えられる。
江戸時代の教育は、身分制度を反映して大きく二種類に分類することができる。
武士階級の教育と一般庶民の教育である。教育は主に個々人に任せられていたが、
武士階級の教育機関には、昌平坂学問所を代表とする幕府の学校と各藩が設立し運
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営した藩校があった。江戸時代には約 300 の藩があり、そのうち 207 藩で藩校が
建てられていた。藩士の子弟は基本的には藩校で学んだが、他の藩校で学ぶことも
あった。昌平坂学問所は、各藩校の俊英をあつめた最高学府であり、幕臣を養成、
藩校の教官養成の機能を有する機関であった。つまり、この学問所は、藩校は日本
の知識をリードする存在だったのである。ここでは、1790 年の寛政異学の禁の布
令によって朱子学が講じられていた（2）。一方、藩校では、本来、学習の中心は漢字
であり、儒教の古典である「四書」から始まり、次に「五経」、さらに『史記』『漢
書』『資治通鑑』などの歴史書、さらに中国歴代の詩文を読み、一方詩文の創作も
課されていた。なお、藩校は文武兼備を目標とすることが多かったので、武芸（武
学）が併行して課された（3）。藩校は、自藩出身の学者だけでなく、江戸をはじめ各
地で名声を挙げた碩学が競って招かれていたので、全国に文化の均一化が達成され
ることになった。各地で地方文化が培養されるとともに人材の移動にも貢献したの
である（4）。このように江戸時代の武士の教育は藩校で行なわれた。学習の中心は四
書五経をはじめとする中国古典書であったが、日本には科挙制度がなかったため、
そして武士は本来的には軍人であったため武芸にも力を入れたのである。
一方、一般庶民の教育機関には手習塾（寺子屋）と学問塾があった。手習塾は読
み書き算を中心とする庶民のための初歩的な教育組織であったのに対し、学問塾
（私塾）は儒学や国学あるいは洋学などの高度な学問を修めるための教育組織であ
った（5）。手習塾は、貨幣経済の普及により商業活動に従事するには証文、帳簿、手
紙などを読んだり書いたりすること、仕入れや売り上げの計算などのリテラシが必
要とされるようになった（6）。庶民は商人を中心とする実学の教育が行なわれている
のと同時に儒学などの高度な教育も行なわれており、庶民の教育は二重構造であっ
た。
明治時代に日本が極めて短期間に近代化を達成することができたのは、江戸時代
の手習塾の普及による庶民の識字率がきわめて高かったこと、藩校などの学校が近
代学校制度が発足する際に校舎や教師など物的・人的要件の多くが活用されたから
であると指摘されている（7）。日本の教育は、明治期の西洋文化の流入によって大き
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く転換したが、日本で構築されてきた教育文化はその根底に受け継がれていったの
である。寺社での教育や手習塾、藩校などが明治時代にも形を変えて教育機関の基
礎となっていったのである。
③近代日本の教育
日本は、幕末に欧米列強から日米通商修好条約などの不平等条約を押しつけられ
た。この不平等条約を改正するために、明治政府は、中央集権国家、富国強兵を目
指したが、これを実現するためには、軍隊と教育の両方の改革が必要であった。
まず、1872 年の学制布告書では、「学問ハ身ヲ立ルノ財本」とし、名目上とは
いえ「四民平等」となった世の中において、「学問」によって「立身」できるよう
になったという宣言であった。つまり、学制布告書は身分制の枠を超えて学問に励
むことが「立身」であるとし、学問と学校をストレートに結びつけ、新時代の学問
は文部省の管理する近代学校でこそ習得できるという学校観を押し出した。そして、
「立身」思想の汎化と「試験制度」の普及・定着に最も貢献したのは地域指導者た
ちである。政府が急速に求めた近代化政策の一環である近代学校設立の課題は、一
大地域的公共事業であった。そのため近世社会以来の伝統的な地域的共同性に依拠
し、地域民衆の支持の取り付けと物心両面の支援抜きには実現できない公共事業で
あった。地域指導者たちは、封建社会から近代社会への大きな転換期に、自らの儒
学的教養と時代認識に基づき、自発的に啓蒙活動を展開した。そこで新社会の構想
と次世代養成の課題を、地域の現実に立って描き実現しようとした。知の秩序の主
体的変革である（8）。
そして、1879 年の教育令は、地方の実情を考慮し、地方官の自由裁量の幅を拡
大したもので、私立学校の届出制、学校設立資金不足の地方における教員巡回授業、
最低就学期間の短縮などが制定された（9）。学制とともに公布された国民への布告で
は「学問ハ身ヲ立ルノ財本」という考え方が強調され、学問と日常生活や生産活動
との結びつきが説かれ、封建時代の、学問を無用視した庶民の教育観、また学問を
君への忠義のためと考えた武士の教育観を批判した。また、国民のすべてが、実学
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を基礎とする教育を受けなければならないということを説いた（10）。学校教育の必
要性と意義を一般民衆に認識させることにより、教育を普及し、個人の利益の追求
と富国強兵という国家の大義名分を両立させるものであったといえよう。
さらに、伊藤博文内閣の初代文部大臣に森有礼が就任した。森の関心は国家繁
栄のための教育であった。そのため、学校制度の大改革を断行し、1886 年、「帝
国大学令」「小学校令」「中学校令」「市販学校令」を勅令として公布した。これら
の諸学校令の特徴は学校種別毎の法令であったことである。「学制」以来の主要な
4つの学校を基本とする方針は、第 2次世界大戦まで引き継がれたため、ここに
日本の近代教育体系の基礎が確立したといえる（11）。そして、この学校制度改革は、
80年代前半の大規模な公教育制度改革の動向を継承しそれらを立憲国家体制へと
つなぐ性格・内容を有するものであった（12）。近代日本の教育の大きな転換が実行
され、日本が近代国家として国際社会に認知されることにもつながる重大な改革で
あったといえよう。
次に、1890 年 10 月 30 日「教育ニ関スル勅語」（教育勅語）が公布された。天
皇の社会的意思表明という形式の文書である。第１の部分で、皇室の道徳的な統治
と臣民の忠誠によって維持されてきた国体に教育の淵源があることを宣言し、第 2
の部分では臣民が守るべき徳目を列挙し、「公」に対する奉仕を求めている。第 3
の部分でそれらが普遍的な真理であることを強調し、天皇自身も臣民とともにこれ
を心にとどめて「徳ヲ一」にすることを願っている。教育勅語は、1948 年に失効
が決議されるまでの間、日本の教育界に大きな影響力をもった（13）。教育勅語の臣
民の教育にたいする拘束力・支配力の正当性根拠を合法性根拠にではなく天皇の神
聖性（カリスマ性）に求めていることが明確に示されているといえよう。天皇のカ
リスマ性が法的なものよりも影響力が強く、一般民衆を説得し、納得させる手段と
なったのである（14）。この天皇制国家という形態は列強との近代化の過程の大きな
相違点であり、天皇のカリスマ性を利用することにより教育を改革することとなっ
たのである。
さて、明治維新からの十数年間にはさまざまな民衆運動が起っているが、それら
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はおおよそ二つの類型に分けられる。一つは質地騒動・米騒動など富裕者対貧困者
という形をとった、広い意味の人民内部の闘いであり、もう一つは、明治政府の進
めた種々の改革や新政策に対する諸一揆（新政反対一揆）や反対運動など、国家対
民衆という形をとった権力と人民との間の闘いである（15）。そのうちの一つが教育
に対してである。明治政府は、学校の設立・維持に必要な経費はすべて民費負担を
原則として、必要な場合にだけ国庫補助金を出すこととした。しかしまだ産業も発
達しない当時の日本では、このような学校制度は相当の重荷であり、民心はしだい
に学校教育を忌むようになった（16）。そこで地租改正・学制・徴兵令に対して、初
期には一揆が激発し、1880 年代になってからも地租軽減・公課減免要求の運動、
学校休校・廃止要求運動、徴兵忌避などの動きはかなり見られた（17）。教育は負担
以外の何ものでもなく、むしろ排斥すべきものであった。
教育制度の完備、教育内容の充実、経済的状況の好転とともに、社会が安定し教
育をうけることが社会的地位を得るのに好都合であるという認識が徐々にでき始め
て、国民の教育に対する熱意はしだいに向上し、就学率はしだいに増加していく（18）。
1900 年には、小学校令が改正され、小学校の授業料が無料となった。就学率は上
昇し、さまざまな階層の子どもたちが学校に通うようになった。さらに進級・卒業
のための厳格な試験制度も廃止され、学校は勉学に対して必ずしも明確な目的をも
たない多数の子どもを収容する機関として、新たな局面を迎えていた（19）。教育の
動機づけ、意義とともに経済的な環境を整えることに加えて具体的な将来像を示さ
なければ教育はなかなか普及しないのである。
また、日清・日露戦争後の産業革命が進展する中で大都市への人口集中が始まり、
国家・君主や家のためという伝統的生活理念から比較的解放された、いわゆる新
中間層が誕生しつつあった。新中間層の主要部をやがて構成することになる学生
層において、この伝統的生活理念からの離脱と、新しい生活理念としての個人意
識（近代的自我）への目覚めが指摘されるようになった（20）。源了圓氏は、1900
年ごろは日本の国家体制がほぼ整備し、近代国家としての進行がほぼ軌道にのっ
た時期であるとし、日本および日本人の最大の目標が近代化ということではなく、
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国家の独立―しかも万国に対峙してひけをとらない独立―であったということを
指摘している（21）。産業社会への進展は、意識の変革をもたらし、教育に対する考
え方にも変化する。産業社会は、教育を受けた人材を必要とする社会だからである。
つまり、教育は身分的秩序から近代的秩序へと変革が求められ、高度な知識や技術
だけではなく合理的思考や勤勉などの態度を身に付けた人材が必要とされた。
以上のように、幕末から日本はそれまでにない大きな変化を経験した。開国と江
戸幕府の崩壊による政治的社会的混乱は、西欧列強による植民地化につながりかね
なかった。幕末から明治初期にかけての日本は、西欧列強の世界秩序に組み込まれ
たため、早急に近代化をする必要に迫られた。アジア諸国が次々と植民地化されて
いく中、西欧レベルの国家体制を整えることが急務であった。廃藩置県、地租改正、
徴兵令などを行ない、富国強兵、中央集権を実現し、近代国家建設を行なっていっ
た。そして、近代国家を建設するための基礎となる四民平等とそれを実現するため
の学校教育制を整備し、普及させ浸透させることが必要だったのである。
3．近代中国の社会と教育
①近代中国の社会
1616 年、満州において女真族が建国した後金を前身として、1636 年に清は建
国した。国内での資金需要が高まったイギリスでは、茶の対価として大量の銀を支
払う貿易に対して批判が高まった。そこで、植民地化を進めていたインドで産出す
るアヘンを中国にもちこみ、売り上げが伸びたため、茶に対する銀の支払いを相殺
できるようになった。19世紀に入って、産業革命の加速により、アメリカへの支
払いもアヘン輸出の黒字で相殺できる貿易の構造をつくりあげた。そして、ロンド
ンの国際金融市場に集約されるグローバルな多角的決済網が成立した。つまり、産
業革命が進めば進むほどより多くのアヘンが中国に入る、というしくみであり、こ
れが当時の世界市場形成の重要な一環をなしたのである。アヘン貿易がなくなった
ら、産業革命のイギリス経済だけでなく、世界経済もたちゆかないなか、アヘン戦
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争が起こらざるをえない必然性があったのである。アヘン密輸の取り締りは、イギ
リスだけでなく世界経済をも揺るがすものであり、イギリスは絶対に阻止しなけれ
ばならなかったのである。そして清は、敗戦により南京条約では上海、香港を割
譲、関税自主権喪失した。アヘン戦争後、中国では排外運動が激しくなり、イギリ
スは第2次アヘン戦争を行なった。天津条約（1858年）と北京協定（1860年）に
より戦争は終結したが、賠償金の支払い、開港場の増加、内地旅行権、キリスト教
の布教権、アヘン貿易の合法化、税率の引き下げ、外交使節の北京常駐を定めた（22）。
さらに、日清戦争での敗戦による下関条約（1895 年）の内容は、「清は朝鮮が完
全な独立自主の国であることを認める」「遼東半島・台湾・澎湖諸島を日本に譲
る」「賠償金を日本に支払う」「沙市、重慶、蘇州、杭州の 4港を開く」というも
のであった。
また、戊戌政変（1898 年）の際、康有為の逃亡を助け、光緒帝の廃位を阻止し
た列強に対し、西太后とその周辺は列強に対する反感を強めていった。列強が新た
に勢力を伸ばした華北で、排外の気運が高まって、教会や宣教師たちへの襲撃事件
が相次いだ。特にドイツの侵略にあった山東省で活動していた秘密結社の義和団が
こうした人々を組織し、「扶清滅洋」のスローガンを掲げて一大勢力となった（23）。
さらに、1896 年の日清通商航海条約にでは日本に最恵国待遇を与え、満州に
関する日清条約（1905 年）、関東総督府の設置、関東都督府の設置をした。また、
1911 年の辛亥革命は、清が外資導入のため鉄道国有化を計画したため、これに反
対して四川省で暴動が起こり、それが各地に波及したことにより 1912 年中華民国
が成立した。清は袁世凱に鎮圧にあたらせたが、袁が革命政府と結び、大統領とな
り、清の皇帝（宣統帝溥儀）は退位し、清は滅亡した。このような政治情勢・社会
情勢の中で 1851 年の太平天国をはじめ各地で暴動・反乱が頻発した。
②近代中国の教育
中国は外国の物質的優位に対抗するために、まず西洋式の武器について学び、次
に自ら製造しようとした。そこで学習手段として外国語を学び、翻訳のできる者を
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養成しようとし、1862 年、近代教育施設のさきがけである京師同文館を開設した。
1863 年に上海方言館、1864 年に広東方言館が広州に設置されたが、1905 年に
訳学館と改称された（24）。
太平天国の後に起こった洋務運動（1860~1894 年）において西洋の科学技術や
思想、教育などの導入を図ったが失敗に終わった。洋務運動は、李鴻章が上海で太
平天国との戦いで外国人の軍隊と協力した際、西洋式・近代的な装備・兵器の威力
を目のあたりにし、武装の近代化を志したことから主導した運動である。ヨーロッ
パ近代文明の科学技術を導入して清朝の国力増強を目指した（25）。「中学為体、西学
為用」論を主張した洋務運動が成功しなかった原因として蔡建国氏は、近代中国に
おける「伝統」と「近代化」の関係の曲折性が見える一方で、半植民地・半封建に
直面していた清末中国では社会改革が困難であった点を第一に掲げている（26）。中
国を取り巻く環境が近代化を阻止したのである。
さらに、変法運動も失敗に終わったが、新しい時代に処して中国を立て直すため
には、「西洋」の科学・技術・機器ばかりでなく、その政治改革、教育改革をも採
り入れた根本的な改革を必要とする考え方を実践にまで推し進め、またその目的の
ために組織的な啓蒙運動を展開、一般官僚知識人の間に西洋の政治・教育に対する
積極的関心をかきたてたことは大きな思想史的意義を有する（27）。運動そのものは
失敗であっても思想的には有意味であった。
ところで、袁世凱は清末期から中華民国時代にかけて教育の改革を行なってい
るが、教育近代化のモデルを日本に求め、多くの日本人顧問・教習を招聘した（28）。
袁世凱は清末期における近代教育導入のパイオニア的存在であった。彼はすでに山
東巡撫時代の 1901 年に各種学堂の系統的導入を提唱して注目され、早速政府から
各省に対し、この山東省の方式にならって学堂を設立するように命令が出されてい
た。その直後、李鴻章にかわって直隷総督に就任し、軍務、警務、学務、農務、財
政など、全面にわたる本格的な近代化政策を打ち出し、多くの日本人を顧問として
招聘し、諸施策を実施に移した。その際まず最初に着手したのが、各方面の新政に
必要な人才を養成するための各種学堂の設立であった（29）。近代化にとって教育が
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重要なことであることをいち早く理解し、実行に移していったのである。
さて、清末期中国において教育近代化政策が本格的にとりあげられるのは、義和
団事件以降である。科挙制度の改革（1901 年）、書院の学堂への改組、海外への
留学生派遣、欽定学堂章程と奏定学童章程が発布され、近代学校制度が正式に導入
された（30）。科挙制度の改革は、教育の在り方を根本から変えるものである。中国
最初の学制は 1902 年に清朝の手で公布された「欽定学堂章程」である。これが初
等教育から高等教育に至る学校制度の大枠を定めた中国最初の学制であるが、これ
は公布されただけで実施されなかった。翌 1903 年に新たに「奏定学堂章程」が公
布され、これが実質的に最初の学制となる（31）。これは学制実施についての全般的
な方針を規定したもので、西洋的科学・文化を導入し、近代的な国家教育を施そう
とするものであった（32）。つまり、科挙を基準とした中国の伝統的教育から西洋的
近代教育への転換となるものであったと言えよう。
そして、辛亥革命が起きて 1911 年に清朝が滅び、中華民国が成立した後、「学
堂」という名称に代わって「学校」という名称が使用されるようになった。1912
年学制、1922 年学制等、何度か新学制が公布されが、頻繁におこなわれた学制改
革は、そのモデルとする国が日本やドイツ、アメリカ等と変わったものの、内実を
ともなったものとはいえず、軍閥政治や外国の侵略による国力の疲弊もあって、全
体的に見ると中華民国時期には教育改造どころか、教育普及自体が進まず、多くの
非識字者を生み出すこととなった（33）。だが、辛亥革命運動によって、共和制移行
の革命が成功し、袁世凱は自作の「教育綱要」（1914 年）の中で、中・小学校の
カリキュラムの中に儒教経典の勉強を加えることを提案し、翌年の学校法令改正の
際に読経科を復活させた（34）。西洋近代教育に中国伝統の教育を取り入れることに
より、中国独自の近代教育を展開していったのである。
さて、蔡元培は、1898 年戊戌変法失敗を契機にとして、彼は中国民衆教育文化
のレベルの低さを痛感し、教育の普及及び人材の育成は目下の最大の急務であると
いうことを感じる様になった。蔡元培は、みずからの観察と体験から、変法のよう
に根本的に人材の養成に着手することなく、単なるいくつかの詔書によって改革を
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行おうとしても、腐敗した状況を転換させることは不可能であると考えた。その上
で、明治維新以降、教育を重視し、人材の養成を重視した日本の経験から深い啓示
を得た。そこで彼は、「救亡図存」の目的のために、清朝の高官を辞任し、教育に
献身して生涯人材を育成する道を選んだ。1911 年 10 月に武昌蜂起が発生した際、
彼はドイツに滞在中であったが、現地で留学生を動員し、国内の革命運動に声援を
送った。その後、留学生活を中断して上海に戻り、新政権誕生の準備作業を行った
のである。翌年の 1月 1日中華民国臨時政府が樹立されたが、蔡元培は新政権で
教育総長大臣を務め、中国教育近代化を第一の目標と定め、封建教育制度や、方針
などを廃止し、反封建的なブルジョア教育思想、政策及び制度を樹立した（35）。激
動する中国社会の潮流下において、蔡元培は、近代国家及び文明国を建設しようと
いう理念から出発して、西洋文明、先進文化、思想、制度を中国社会へ導入する必
要性を認識していた。さらに、伝統文化の精髄を維持、保護すると同時に有用な外
来の文化、思想を吸収し、これらを融合させことによって社会の変革が実現すると
認識したのである。日清戦争直後、中国の失敗の原因を分析した上で、国家の危機
を救うためには人材の育成にとくに留意しなければならないと認識した蔡元培が愛
国学社の学生に説いたのは、国家を救い出すためには国際関係を理解し、外国語を
学び、外国書を読み、演説の訓練をし、それによって民衆を目覚めさせるというこ
とであった。中華民国の教育総長であった蔡元培は、中国で継続されてきた従来の
教育制度の特質は「君を忠することは共和政体に合わず、また、孔子を尊すること
は信教自由と相違す」るとして批判し、それと同時に「軍国民教育」（軍事・体育）、
実利主義教育（智育）、公民道徳教育（徳育）、世界観教育及び美学など五項目の
新教育方針と目標である「五育」方針を発表した。彼は、「五育」を有機的に結合
して、中国近代化のための新しい人材を育成する意味を示したのである。彼は、こ
の教育思想に対し、軍国民教育と実利主義教育は「強兵富国の主義」であり、公民
道徳教育は「白由、平等、博愛という精神」を体現し、世界観教育は「即ち哲学の
課程であり、周秦諸子と印度哲学及び欧州哲学を以て二千年来の孔学を黙守する旧
習を打破す」であると論じた。さらには美学の作用について、美感は普遍性であり、
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人間の偏見を破ることができ、美感は超越性であり、生死利害の顧慮を破ることが
でき、教育において特に重視すべきであると考えた。蔡元培はさらにこの「五育」
は各自の異なる教育作用を持有しているが、一つ一つが相互関係にあり、しかも統
一している整体でもあるので、一つも欠かすことはできないと主張した（36）。蔡元
培は世界情勢を冷静に分析し、中国に必要であるものとないものを取捨選択し、教
育を改革していったのである。それは、一律に実学を重要視するものではなく、美
学や哲学をも欠かすことのできないものとした点に特徴があるといえよう。
五・四運動以前、国民の教育への認識は、常に国家的、尚武的なものであったが、
五・四運動（1919 年）がきっかけとなり、その考え方は、世界平和的なものへと
変わった。それまでの家族制度、迷信崇拝、儒教の至高権威などが啓蒙運動の中で
激しく攻撃され、古い士大夫階層の読書人に代わり、「民主主義と科学」を主張し
た新しい市民的な知識人が生まれてきた。日本の影響力が大きく後退し、その間隙
を埋めるものとして取り入れられたのがデューイの教育理論であった（37）。儒学思
想の絶対的な状態が実際に動揺し始めるのは、五・四運動によってであったが、こ
の運動は思想解放運動、反孔排儒運動であった。五・四運動の徹底的な儒教批判は、
単に倫理や思想としての儒教だけではなく儒教と結びついた旧中国の社会や文化・
教育のさまざまな分野にも、革新の矛先を向けることとなった。家からの独立や結
婚の自由、男女の平等、女性の解放が論議され、教育上では平民教育の必要が説か
れた（38）。
では、長い間、中国の学問、教育の基準であり目標となっていた科挙について見
てみよう。科挙制度は 6世紀末から 1905 年まで中国の官吏採用試験として採用
されていた。科挙は、ひとつの見方としては公平な試験による官吏任用という形式
合理性を有しいるといえる。そのため、朝鮮等の周辺国にも伝わった。しかし、一
方で科挙は、人並み外れた高い頭脳をもつ人であっても長期間の受験勉強を余儀な
くされるもので、数段階にわたる試験制度の最終段階の試験に合格するには、幼い
時から勉強を始めて、成人になるまで、実に十数年あるいはそれ以上の歳月を要す
るのが普通であった。さらに、科挙の弊害として、試験内容は時代がすすむにつれ
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て次第に「八股文」に象徴されるような形式主義に陥り、暗記学習が教育の中心と
なり、人材の浪費といった弊害を引き起こす。さらに国が公教育の機会を広く国
民一般に提供するという考え方が稀薄になり、官吏になることをめざす者のあい
だでは「自学自習」が主になったため、近代的な意味での学校の発達を阻害する
こととなった（39）。そして、科挙は、長い受験準備期間を要するため、その余裕が
ある者しか受験できないという意味では階層格差が生じる契機ともなる。1905 年、
1000 年以上続いた科挙の廃止が宣言された。これにより近代的な教育が本格的に
始まったが、紀元前 5世紀頃に孔子によって儒家が確立されて以来、秦・漢・晋・
隋・唐・宋・元・明・清各王朝時代を経て今日に至るまで、中国の学術思想及び社
会の生活形態は、直接的・間接的にその影響を受けている（40）。つまり、儒家思想
をその根底とする科挙が長い間、中国の伝統となっていたため、簡単に思想を転換
できるものではないのである。
このように、二十世紀初頭以来、中国は大半が日本の教育を模範として教育の近
代化に努めたが、1920 年代に入ると、「民主」や「科学」を主要な内容とした新
文化運動の影響が高まり、清末に米国に派遣された留学生が続々と学業を終えて帰
国、大学形成における中心的な役割を発揮し始め、教育の参考対象はドイツや日本
から米国へと変わった。1922 年大総統令により学校系統改革案を公布した。「壬
戊学制」は日本型からアメリカ型へ転換する方針に基づき、教育機会の均等、男女
差別の撤廃、中等教育の開放、師範教育の充実、職業教育の重視、特殊教育の推進、
民衆教育の普及など、近代化への方向を明確にするとともに、個性尊重の原理、自
由主義の原理など、選科制をはじめ課程標準や教育方法に反映させようとした（41）。
中国の近代教育の導入は、海外留学を経験した人たちによって主導されていったの
である。
4．結　語
教育の近代性は、主に教育の世俗化・国家化・科学化（理性化）・民主化・平等
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化・ヒューマニズム化、専門化に体現される。これらは多様な文化的背景にあって、
その変遷は多様な表現をとる（42）。戦争と植民地化という社会変動のなかアジアに
おける近代教育は、植民地化による宗主国から押し付けられた教育、そして欧米に
対抗すべく国を強くするための教育という面を持っていたといえよう。中国も日本
も西欧列強の脅威に晒されていた。日本が明治維新で西洋文化を導入し、改革を行
なっていく中、教育も森有礼が初代文部大臣として教育制度の基礎を整備し、その
築いていった。一方、中国は半植民地化されていく中、なかなか旧体制からの脱却
を図れなかった。蔡元培が新政府で教育改革を行なうことにより、ようやく近代化
の第一歩を踏み出した。儒教に根ざした教育を伝統としてきた中国と日本が近代化
の波の中で、教育の近代化を行なったのである。いち早く国民国家を形成した日本
は、欧米モデルによる教育の近代化を進め、日本的に変容した。さらに韓国・台湾
などアジアの植民地に扶植しようとした教育の近代化とは、欧米モデルの教育シス
テムの受容であり、その土着化でもあった（43）。
そして、同じ儒教文化圏であるが、中国と韓国は科挙制度をとっていたが、日本
はとっていなかった。科挙制度をとることは、当然、科挙に合格するための学問が
主となる。日本では、素読吟味、学問吟味という試験であり、中国より儒教の拘束
力が弱かったため教育の近代化が推進されやすかったと考えられる。中国では、上
海広方言館やその後できた各地の方言語学堂の学則は儒教を強調している。清末の
教育新政は、初期の新教育に一定の儒学の枠組みが与えられてしまった。中国の近
代教育は、結局中国の伝統的な思想からなかなか抜け出せなかったのである（44）。
また、中国では太平天国で、日本では薩英戦争と下関戦争で薩長が列強と直接戦
ったことから、西洋を取り入れ、近代化を図らなければならないという危機感をも
った人々があらわれた。それは、科学技術や兵器ばかりではなく、教育や政治など
も改革をしなければならないという認識であった。日本では森有礼、中国では蔡元
培であった。
ところで、明治から昭和を生きた柳田國男は、以下のように語っている。
農村の教育は今日とはちょうど正反対に、あまりにも農村だけにしか向かぬ教
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育であった。他郷に出て働くには素質のよいという以上に、少しは特別の準備
をしたものでなければならぬ。村で惜しがられるほどの好青年でないと、第一
に自分が出てみようという決心がつきかねたのであった。こういう幾つかの原
因が重なって、村の家の分裂はいくぶんか抑制され、人手がやや剩るほどに充
ちていたのである。それが新世代の交通解放によって、いかなる偏卑な土地か
らでも、競うて進路を外界に求めようとするに至った。あるいは反動の少しく
必要を超えた場合があったにしても、それは勢いの当然と考えるほかはないの
である（45）。
農村は農村だけにしか向かない教育をすることによって、若者が村外に出ることを
なかなか決心できないような仕組みをもっていた。これは家を永続させるために機
能し、人手を確保することができた。しかし、交通の発達により簡単に村外に出る
ことができるようになったため、進路を外に求めやすくなった。これは、産業社会
の発達により都市化が進み、農漁村は過疎化していくことを交通の発達に帰してい
るのである。また、農村の教育はいわば職業教育であり、一般義務教育が村外へ出
ることの動機や要因として挙げられていない。さらに柳田は、
職業教育の久しく行われていた日本で、このごろになって教育の実際化を唱え
出したのは変なようだが、とにかく何になるかを定めない者の教育であるから、
実際に必要なものが漏れ、無用のものが多く交じっているのはやむをえない（46）。
と、教育の目的が明確な職業教育に対して将来像を持たない教育の欠点を指摘して
いる。柳田が生きていた時代の教育は、ちょうど近代教育が制度として制定され、
導入されていった過渡期である。その時代の教育に対して、柳田の視点は教育論と
してではなく、世相として観察しているところに、一般民衆の姿が反映されている
といえるだろう。このように一般民衆は社会の影響を受けながら、試行錯誤をしな
がら教育が浸透していったのである。
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